
ビジネス林業の展開の支援
☆素材生産体制の強化の事例☆（静岡県）

（様式２－③）

ビジネス林業の展開の支援

静岡県では、
① 需要に応じた計画生産

（概 要）

① 需要に応じた計画生産
② 山元還元を増やす低コスト生産
③ 流通コストをカットする直送販売
に取り組む林業を「ビジネス林業」と位置づけ、
その展開を支援している

・公募で選定した林業事業体に対して、生産計画の作成か
ら、生産システムの構築、作業道の開設、木材生産（伐採、
搬出）、販売の実践を指導する講師を派遣し、生産に必要な
高性能林業機械を貸与するその展開を支援している。 高性能林業機械を貸与する。

・今年度は8事業体、平成24、25年度はそれぞれ12事業体を
対象とし、意欲ある林業事業体の経営・意識改革を図り、素
材生産体制を強化する県（林業振興課） 材生産体制を強化する。 

 
 
 
 

県（林業振興課） 

県森連（研修事務局）

委託

講   師 
依頼 協議 

今年度から3年
 
 
 
 

支援対象 
事業体決定 申請 

 

集

  

個

①講師派遣（延べ10日程度） 
②林業機械貸与等 

講師派遣

２日程度

成集

生
産
性
向
上
等

今年度から3年
間で、県内事業
体の4分の1に相
当する26事業体
を支援する。

 
 
 
 
 

 
支援対象６事業体（既） 
（生産性向上コース） 

支援対象２事業体（新）
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を支援する。

また、その成果
を他の事業体に
広め、素材生産
体制 強化を図
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支援対象２事業体（新） 
（新規参入促進コース） 
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体制の強化を図
る。



久万林業活性化プロジ クト（愛媛県上浮穴郡久万高原町）

☆素材生産体制の強化の事例☆ （愛媛県）
（様式２－③）

久万林業活性化プロジェクト（愛媛県上浮穴郡久万高原町）
久万高原町では、豊富な森林資源を地域活性化に結びつけるため、平成17年度から日吉町森林組合の提案型集約

化施業をモデルとした「久万林業活性化プロジェクト」に取り組み、町ぐるみで素材生産体制の強化に努めている。

（１）推進体制

①所有者登録（希望者の登録）

（図１）久万林業活性化プロジェクトのフロー

（ ）推進体制

久万広域森林組合の中に提案型集約化施業を実施する久万林業活性化センターを設け、森林組合職員12名ととも

に、町職員2名、県職員1名が派遣され共同で事業を推進している。

（２）方法（図1）

日吉町森林組合の提案型集約化施業と大きく違うのは、外部の林業事業体に仕事を発注する（⑥）ことである。

れ 創 経済 波 効 を

③管理委託契約（森林組合契約）

④山林調査を行い、プラン書提示

②山林状況等の確認、集約化計画

これにより地元の雇用の場の創出、地域経済への波及効果を狙っている。

（３）事業実績（図２）

年々実績が上がっており、特に地区座談会や組織の改善を行った平成20年度以降は急激な伸びを見せ、平成

22年度は間伐面積723ha、素材生産量3万ｍ3となり、管内の原木市場取扱量の20％を占めるまでになっている。

（４）地域波及効果（図３）

⑤ プ ラ ン 書 合 意

⑥ 林 業 事 業 体 発 注

⑦ 間 伐 実 行 管 理
（ ）地域波及効果（図 ）

林業就業者では100名の増加、素材生産量は35,000ｍ3の増加（原木市場ベース）、地域経済波及効果は約37億円

に達している。

⑦ 間 伐 実 行・ 管 理

⑧ 事 業 完 了

⑨ 事 業 精 算久万林業活性化プロジェクト実績図2
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ｍ
3
）

林業就業者の増加

（H17：１３８人）→（H22:２３５人）

（図3）久万林業活性化プロジェクト地域波及効果
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0 0

素材生産量 1,113 6,435 2,887 15,273 24,496 30,563 

発注面積 42 100 207 365 448 1,009 

間伐面積 42 100 101 241 479 723 

H17 H18 H19 H20 H21 H22
木材生産量の増加

（H17：１２万ｍ3）

⇒ （H22:15.5万ｍ3）

地域経済の活性化

H17～H22総額：36.8億円



6 原木の安定供給と流通体制
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ノースジャパン素材流通協同組合（盛岡市）

☆大口需要者に向けた県産素材の安定供給☆（岩手県）
（様式２－③）

ノースジャパン素材流通協同組合（盛岡市）

267.64

300 ＮＪ素流協出荷実績（千㎥）

森林組合 森林所有者 素材生産業者 素材生産団体

原木代金支払
26.35

267.64

100

200

原

出荷調整
原木代金支払
規格品質の徹底
情報提供

0

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

木
の
直
送

概 要
１ 集荷範囲

・ 岩手県・北海道・青森県・秋田県・宮城県
納入調整

価格交渉
クレ ム対応

２ 出荷実績
・ H15 26.35千㎥ → H22 237.64千㎥
（ホクヨープライウッド(株)、北日本プライウッド(株)

ほかへ出荷）
合板工場 製材工場 チップ工場

納入調整 クレーム対応
代金支払
クレーム

３ 原木の安定的仕入・出荷のための取組
・ 小規模な素材生産業者も取り組みやすい仕組
（工場との調整、代金決裁・与信管理一元化）

組合員との信頼関係の構築

合板工場、製材工場、チップ工場

・ 組合員との信頼関係の構築
（現地訪問・研修・意見交換会の実施）

・ 集成材工場など新たな顧客の確保
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秋田スギ合板用原木需給協議会の設置

☆合板用原木の安定供給の事例☆（秋田県）
（様式２－①）

秋田スギ合板用原木需給協議会の設置
秋田県の合板用素材入荷量の推移 避難所で合板製の間仕切りを設置（宮城県栗原市）

974 972 
1,000 

千㎥

861 
974 

803 
866 

658 
710 

589 
600 

700 

800 

900 

全体入荷量

うち国産材入

荷量

うちスギ入荷
497 

117 
201 

303  347 
443 

399 

196 

298 
342 

354  350 

461 

257  254 
294  283 

368 

300 

400 

500 
うちスギ入荷

量

うち県内スギ

入荷量

概 要
１ 設立

平成１５年２月
２ 目的

秋田スギを中心とする県産材を活用した普及促進

78 
73 

112 

70  91 

160 

0 

100 

200 

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

秋田スギを中心とする県産材を活用した普及促進
に資するため、原木の確保に関して需給情報の交
換を行うとともに、円滑な需要維持を図るうえで必
要な事項を協議する。

３ 構成

合板工場での原木積み下ろし作業

３ 構成
秋田県森林組合連合会、 秋田県素材生産事業協
同組合連合会、 秋田県合板産業連合会、 県

４ 今後の課題
・東日本大震災に伴う合板用原木の広域流通化へ
の対応の対応

・来年度、秋田県内において稼働予定の大規模製
材工場 や石炭火力発電所での木質バイオマス利
用等、原木の新たな需要への対応
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高性能林業機械実践研修会 県産材フル活用に向けて

☆原木の安定供給と流通体制の事例☆（福島県）
（様式２－③）

高性能林業機械実践研修会～県産材フル活用に向けて～
県振興計画で取り組む県産材フル活用イメージ図

生産体系の見直し 安定供給体制の整備

高性能林業機械による
間伐推進と全木集材 Ａ材

Ｂ材

多様化する木材需要への円滑な対応

需要増大

用材原木 建築用材等
住宅等

説明文
現地研修

スイングヤーダによる集材作業

Ｃ，Ｄ材

需要増大

枝葉根張り ボイラー燃料等

合板

製紙

チップ

曲がり材 小径・乱尺

概 要
１ 高性能林業機械実践研修会の目的

H21、H22年度森林・林業・木材産業づくり交付金により72台の高性
能林業機械が県内に導入したことから、高性導入機械の効率的な稼

今回の取組

働と安全性向上、現場作業員の技術力向上を図るため、導入機械を
操作する作業員を対象とした実践研修会を開催し、福島県における
間伐の推進と原木の安定供給体制の構築に資するものである。

２ 研修の内容２ 研修の内容
高性能林業機械メンテナンス講習（座学）
災害事例の紹介及び対策（グループ討論）
現場研修（造材、集材、積込み積み降ろし、オイル交換）

H22、H23年度に開催し、各回約６０名が参加

３ 研修主催
(社)福島県林業協会（林業労働力確保支援センター）

81

現地研修
フォワーダの基本運転・操作実習



☆スギ花粉発生源対策事業（主伐）の事例☆（東京都）

（様式２－③）

主伐現場

貯木場（木材の集積と選別）

【概 要】
１ 主伐事業面積 ９２ｈａ（平成22年度実績）

３０８ｈａ（平成18年～平成22年度累計）

２ 多摩産材取扱量（平成22年度実績）
１２，１７２m3 （内、主伐事業に係る材８，２１３ m3 ）

82原木市場（木材販売）



林ベニヤ産業（株）七尾工場（石川県七尾市）

☆森林組合連合会による原木の安定供給の取組事例☆

林ベニヤ産業（株）七尾工場（石川県七尾市）

石川県内 各県森連石川県内
森林組合

各県森連
全 森 連

集出荷連絡調整

石川県森連組合連合会原木直送

納 品 計 画
価格交渉窓口

原木直送

（ロータリーレースによる加工） （出荷待ちの製品）

概 要
１ 取組関係者

林ベニヤ産業（株）七尾工場、県森連（石川・富山・福井・岐阜・
長野・静岡・山梨・全森連）など

林ベニヤ産業（株）
七尾工場

価格

（安定供給体制の仕組み）

２ 特徴
・石川県森連を窓口とし７県森連及び全森連が連携し供給

（共同供給体制の構築）
・価格等の交渉は供給県森連と林ベニヤが一同に会し定期的

（安定供給体制の仕組み）

価格等の交渉は供給県森連と林ベニヤが 同に会し定期的
に開催（交渉力UP）

３ 実績（販売量の推移）

組 初 実績 実績 実績 実績 計取組当初 H19実績 H20実績 H21実績 H22実績 H23計画

石  川 県（m3） 5,330 7,000 10,800 18,000 19,000 20,000

系統総計（m3） － 46,100 77,500 87,100 109,100 125,000（工場内で集積されている原木）
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森の合板工場（岐阜県中津川市）

☆原木安定供給と流通体制の事例☆（岐阜県） （様式２－③）

原木納材フレーム

岐阜県森林組合連合会
県内森林
組合

【代金決済】

【納材】

森 合板 場 稼働）

森の合板
協同組合

岐阜県森林組合連合会
組合
（２０組合）

【各事業体への支払い】

【需給情報】

【納材量管理・集荷運行計画】

【需給情報】

【各事業体 の支払い】 森の合板工場(H23.4稼働）

岐阜県素材流通協同組合

その他(県

【納材量管理・集荷運行計画】 【納材】

【各事業体への支払い】県内民間
事業体
（２９社）

【代金決済】

【代金決済】

原木需給調整会議（平成21年10月16日設置）

その他(県
外材）

【構成員】セイホク㈱現地法人５社、岐阜県森林組合連合会
岐阜県素材流通(協) 岐阜県（アドバイザー）

【納材】

概 要
１ 原木集荷量（H23.4～H23.9）

ギ 千 カ 千 キほか 千

構造用合板(12～28厚、3尺×6尺）

岐阜県素材流通(協)、岐阜県（アドバイザ ）
【調整事項】需要計画、供給計画、取引価格、原木規格など

スギ 48千m3、カラマツ18千m3 、ヒノキほか3千m3

２ 仕入先：岐阜県森林組合連合会、森の合板協同組合
岐阜県素材流通協同組合

３ 製品生産量（H23.4～H23.9）及び出荷先
・構造材合板 156万枚 ：住宅メーカー 地元工務店構造材合板 156万枚 ：住宅メ カ 、地元工務店

４ 原木の安定的仕入のための取組
・原木需給ｺｰﾃﾞｲﾈｰﾀ‐による造材仕分け指導
・4半期毎に決定される原木価格による買い取りと中間
土場等から合板工場への直送 84

説明文
中間土場で仕分け直送



伊豆南部木材流通センター（静岡県下田市ほか）

☆原木の安定供給と流通体制の事例☆（静岡県）
（様式２－③）

伊豆南部木材流通センター（静岡県下田市ほか）

売り方（供給） 買い方（需要）
問題点① 伊豆半島の南部は、市場から遠く運搬経費が嵩む。

問題点② それぞれが、それぞれに販売していた。

(有)愛美林
伊

県森連市場【機能】

素材 仕分け 造材
Ａ材

伊
豆
南
部 Ｓ木材

素材の仕分け・造材

運搬ロットの確保

【体制】

責任者とオペレ

材

販
地元森林組合

部
木
材
流
通

木材

I商社

責任者とオペレー
ターの２人

【施設】

面積 4,000㎡

Ｂ材販
売
手
数
料

地元林業事業体
通
セ
ン
タ
ー

I商社
グラップル

アームロールトラッ
ク(4ｔ)

【目標】

Ｂ材10
％

地元土建業者

(支障木)

ー
県外市場

【目標】

4,000㎥(Ｈ23)
Ｂ材、特殊材
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地元製材
今後

改善点① 流通ロットを大きくし、運搬経費ほかを削減した。

改善点② 流通ロットを大きくし、買い方に安定供給した。



「林業経営高度化センタ 」の設置による原木供給体制の整備

☆原木の安定供給と流通体制整備の事例（京都府）
（様式２－③）

「林業経営高度化センター」の設置による原木供給体制の整備

原木市場 原木ストックヤード
（原木市場の 部借上げ)木材加工ネットワーク ・市売り(Ａ材)

製材工場

（原木市場の一部借上げ)

定

量

木材加工ネットワ ク

高度化センター
登録事業体Ａ材

主 伐 材

Ａ材

製材工場

市売り(Ａ材)

森林組合

Ａ材

Ｂ材

Ａ材

合板工場

・

安

定

Ａ材

Ｂ材

Ｃ材

出

材

量

の

利用間伐

事業体の協業化

林業事業体・共同仕分けと合板工場等へ
の大量輸送によるコストダ

Ｃ材ﾁｯﾌﾟ工場 供

給

の
増

施業情報の把握

丸棒工場

を推進

ウン
・Ａ材からＣ材まで仕分けを
行い、有利な価格で販売

・合板工場等との価格交渉力
アップ、有利な条件での協
定締結

需給調整
価格交渉

（協定の締結）

施業情報の把握
出材調整

ﾊﾞｲｵﾏｽ利用

集成材工場

取組の概要(平成24年度から実施予定）

●林業経営高度化センターの設置
・森林組合、林業事業体の協業化を促進

定締結
・在庫情報と森林施業の実施
状況を一元管理

林業経営高度化センター
・間伐材等の集出荷を一元管理

・原木のストックヤードを設置

・将来的には、Ｂ・Ｃ材の定額買い取りの実施

・センターの運営は京都府森林組合連合会が行う

林業経営高度化センタ
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大型製材工場への原木直送システムの実践（鳥取県）

「桜林塾」で、森林所有者は林業の経営方法、伐採方法等を学習 県内最大規模の若桜木材協同組合で製材加工

若桜素材生産共同体は意欲的に原木を伐採し、町内
製材工場へ直接出荷

色艶の良い若桜スギは、豊明殿をはじめ、町内外
の多くの建築物に使用されている

出荷量ＵＰ！
H21:1,400m3

↓
H22:6,000m3

日ノ丸産業㈱との調印式（H23.7.14）
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機密性○情報 ○○限り
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☆既設火力発電所における石炭混焼の事例☆

○山口県の森林バイオマス収集運搬フロー図

山口県全域を対象とした森林バイオマス収集システム（山口県）

☆既設火力発電所における石炭混焼の事例☆

林業生産活動と連携し ○山口県の森林バイオマス収集運搬フロ 図

【供給事業体】
森林組合（9組合）

素材生産業者（21事業体）

【チップ加工業者】

【収集運搬】
山口県森林組合連合会

【利用企業】
中国電力(株)

新小野田発電所
チップ化委託

原木
枝条

ﾁｯﾌﾟ

林業 産活動 連携

た森林バイオマスの搬

出

【概要】

中国電力(株)新小野田発電所では、平成

【チップ加工業者】

中国電力㈱新小野田発電所

所在地：山口県山陽小野田市

効率的な収集運搬のための専
用機材の開発（減容化機能等）

19年度より石炭混焼に着手しているが、平

成23年2月に森林バイオマスの受入設備を

増設したことから、今後、森林バイオマス利

用量の大幅な増大が見込まれている。（H23

年度計画量：20千トン、H24年度計画量：25

所在地 山 県山陽小野田市
出 力：50万kw×2基

千トン）

この需要に対応するため、山口県森林組
合連合会を中心とした供給体制が構築され
ており、県内の森林組合・素材生産業者が
行う木材生産活動と連携することにより、森
林バイオマスの安定的な供給が図られてい

チップ加工業者による森林バイオ
マスのチップ化

林バイオマスの安定的な供給が図られてい
る。

新小野田発電所における森林バイオマス利用量の推移

15

20

25

（千トン）

新小野田発電所での森林バイオ
マスの受入

0

5

10

H19 H20 H21 H22 H23
（計画）

H24
（計画）

89



鹿児島県原木流通情報センタ

原木流通のコーディネート体制（鹿児島県）
（様式２－③）

鹿児島県原木流通情報センター

県 内 外

需要者原木流通情報センター

情 報 集 積 機 能

供給者

供給情報
需要情報

県 内 外

製材工場

合板工場

・ 在 庫 情 報
・ 受 注 情 報
・ 立 木 情 報
・ そ の 他 情 報原木供給者 個別ソート

販売契約 合板工場

チップ工場

等

与 信 機 能

決 済 機 能
精 算 請 求

販売契約

等

原木コントロール機能原木市場

原 木 出 荷

概 要
１ 販売量の推移 （単位：ｍ３）

原 木 出 荷

２ 取引工場（製材工場等）延べ数 ３３工場

３ 所在 県森林組合連合会内
年 　　　度 Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

取　扱　量 15,578 17,527 13,205 24,998
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